
業
報
告
及
び
剰
余
金
処
分
案
の
承
認
な

ど
全
７
議
案
を
含
む
全
て
が
原
案
通
り

承
認
さ
れ
ま
し
た
。

◎
平
成
２７
年
度
決
算

　

自
己
資
本
増
強
を
図
る
た
め
、
出
資

金
造
成
に
取
り
組
ん
だ
結
果
、
出
資

金
の
期
末
残
高
は
２２
億
１
，４
９
７
万

円
と
な
り
、
自
己
資
本
の
期
末
残
高

は
２９
億
５
，９
２
０
万
円（
前
年
度
対
比

２
，８
３
３
万
円
増
加
）と
な
り
ま
し
た
。

期
末
の
自
己
資
本
比
率
は
１３
・
４９
％

（
前
年
対
比
０
・
２９
％
増
加
）
と
な
り

ま
し
た
。

　

ま
た
課
題
と
な
っ
て
い
る
不
良
債
権

は
、
債
務
者
へ
の
経
営
指
導
に
よ
る
延

滞
解
消
な
ど
に
努
め
ま
し
た
が
、
不
良

債
権
比
率
は
３
・
２０
％
と
な
り
、
前
年

度
よ
り
０
・
０９
％
増
加
と
な
り
ま
し
た
。

　

経
営
収
支
で
は
、
貸
出
金
の
減
少
や

長
期
共
済
新
契
約
高
（
保
障
）
や
保
有

高
の
落
込
み
、
価
格
の
下
落
と
暖
冬
の

影
響
で
油
量
が
大
き
く
落
ち
込
ん
だ
燃

料
事
業
に
よ
り
購
買
事
業
の
供
給
高
が

減
少
し
た
が
、
事
業
管
理
費
の
節
減
に

努
め
、
当
期
剰
余
金
は
４
，３
５
２
万

円
（
前
年
対
比
３０
・
８
％
増
加
）
を
計

上
し
ま
し
た
。

◎
各
事
業
を
振
り
返
る

　

基
幹
作
物
で
あ
る
稲
作
に
つ
い
て
は
、

集
荷
数
量
で
２６
万
１
，７
２
０
俵
の
実

績
を
あ
げ
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
が
、

生
育
期
間
全
般
に
気
温
が
高
く
降
水
量

が
少
な
か
っ
た
こ
と
か
ら
、
短
稈
多
け

つ
型
の
生
育
と
な
り
、
販
売
額
に
つ
い

て
は
、
概
算
金
、
販
売
価
格
の
上
昇
に

よ
り
、
３０
億
１
，７
４
０
万
円
と
計
画

対
比
１
０
０
・
２
％
と
な
り
ま
し
た
。

　

青
果
物
は
、出
荷
量
４
，７
２
８
ｔ
、

販
売
額
１５
億
５
，４
６
３
万
円
と
計
画

対
比
１
０
３
・
５
％
と
な
り
ま
し
た
。

作
物
別
に
み
る
と
、
主
要
作
物
で
あ
る

白
神
ね
ぎ
は
、ロ
ッ
ト
の
確
保
と
品
質
の

向
上
、ブ
ラ
ン
ド
力
を
活
か
し
た
Ｐ
Ｒ

の
効
果
等
に
加
え
、価
格
の
高
騰
も
あ
り
、

販
売
額
１１
億
７
０
８
万
円
と
な
り
、念

願
の
１０
億
円
を
突
破
し
ま
し
た
。
ま
た
、

白
神
山
う
ど
は
１
億
２
，６
２
０
万
円
、

白
神
み
ょ
う
が
は
９
，８
５
４
万
円
、

白
神
き
ゃ
べ
つ
は
６
，２
９
３
万
円
と

な
り
ま
し
た
。

　

購
買
事
業
に
お
い
て
は
、超
目
玉
商
品

や
特
別
価
格
銘
柄
を
設
定
し
、生
産
コ
ス

ト
削
減
を
目
指
し
た
取
組
や
、Ｔ
Ａ
Ｃ
に

よ
る
積
極
的
な
渉
外
活
動
を
行
い
生
産

資
材
供
給
高
は
１３
億
６
，３
７
５
万
円
、

購
買
事
業
全
体
で
は
、
２９
億
８
３
２
万

円
の
実
績
と
な
り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
信
用
事
業
に
つ
い
て
は
、
組

合
員
・
地
域
住
民
に
安
全
・
安
心
を
届

け
、
愛
さ
れ
る
Ｊ
Ａ
バ
ン
ク
を
目
指
し

て
取
り
組
み
、
前
年
度
に
引
き
続
き
、

利
子
助
成
受
給
手
続
き
を
行
う
こ
と
で

支
援
し
、
共
済
事
業
に
つ
い
て
も
組
合

員
・
利
用
者
か
ら
の
信
頼
と
期
待
に
応

え
る
た
め
総
合
保
障
の
提
供
と
Ｌ
Ａ
に

よ
る
訪
問
活
動
を
展
開
し
、
豊
か
で
安

心
し
て
暮
ら
す
こ
と
の
で
き
る
地
域
づ

く
り
に
取
り
組
ん
で
き
ま
し
た
。

◎
組
織
再
編

　

「
山
本
地
区
合
併
研
究
会
」
を
立
ち

上
げ
、
農
政
に
つ
い
て
多
様
化
・
高
度

化
す
る
組
合
員
・
地
域
住
民
に
持
続
的

に
対
応
で
き
る
よ
う
、
調
査
・
研
究
を

行
っ
て
い
ま
す
。
合
併
あ
り
き
で
は
な

く
、
組
合
員
の
皆
様
の
声
を
聞
き
な
が

ら
慎
重
に
協
議
を
行
っ
て
ま
い
り
ま
す
。

◎
第
七
次
３
カ
年
計
画

　

第
２９
回
秋
田
県
Ｊ
Ａ
大
会
の
主
要

テ
ー
マ
で
あ
る「
Ｊ
Ａ
の
総
合
力
発
揮
」

の
も
と
、「
農
業
者
の
所
得
増
大
」
と

「
農
業
生
産
の
拡
大
」、
そ
し
て
「
地

域
の
活
性
化
」
を
目
指
し
て
、
地
域
農

業
の
将
来
を
見
据
え
た
「
Ｊ
Ａ
地
域
営

農
ビ
ジ
ョ
ン
」
の
実
践
運
動
を
継
続
・

強
化
す
る
と
と
も
に
、
農
業
者
の
営
農

と
地
域
住
民
の
生
活
を
支
え
る
総
合
事

業
を
展
開
し
、
今
後
と
も
農
業
者
や
地

域
住
民
が
一
体
と
な
っ
た
協
同
活
動
に

取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

↓
議
長
を
務
め
た
藤
本
信
昭
さ
ん
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